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雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 
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第５次男女共同参画基本計画 中間年フォローアップについて 

 

１．５次計画及び女性版骨太の方針 2023 における中間年フォローアップの位置づけ 

○「第５次男女共同参画基本計画～すべての女性が輝く令和の社会へ～」 

（令和２年 12 月 25 日 閣議決定）（抄） 

・５次計画の成果目標の達成状況について、EBPMの観点を踏まえ、中間年にフォローアップ及び点検・評価を実施する。その結果も参照しながら、必要に応じ内閣総

理大臣及び関係各大臣に対して意見を述べるなど、更なる取組を促す。 

○「女性活躍・男女共同参画の重点方針 2023（女性版骨太の方針 2023）」 

（令和５年６月 13 日 すべての女性が輝く社会づくり本部・男女共同参画推進本部決定）（抄） 

・令和５年が５次計画の中間年に当たる。計画に定める成果目標の着実な達成に向け、全ての成果目標につき現在の進捗状況を把握した上で、残る計画期間内に取り

組むべき事項について検討を行う。 

 

２．中間年フォローアップの考え方 

○成果目標の達成状況については、計画策定時の数値から目標値との差の１／２以上に達しているかを基本とする。 

A：５次計画の成果目標値、B：計画策定時の数値、C：最新値とし、 

計画策定時の数値～目標値との差の半分（５年分の 2.5/５進捗した場合の値）※≦C 

の場合を基本とする。 

※ B＋（A－B）×１／２ 

 

○上記を基本とし基準に未達である成果目標について次頁以降のフォローアップシートを作成するとともに、目標値が「〇以上（毎年度）」となっている成果目標につ

いても、目標に未達の年度がある場合フォローアップシートを作成している。また、成果目標が策定されていない、又は５次計画期間中に改定の可能性がある成果

目標についても、関連施策の進捗状況を確認するため、フォローアップシートを作成している。 
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（内閣府） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 
項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

週労働時間 60時間以上の雇用者の割合 

男女計：6.4％ 
男性：9.8％ 
女性：2.3％ 
（2019年） 

男女計：5.1％ 
男性：7.7％ 
女性：2.0％ 
（2022年） 

5.0％ 
（2025年） 

 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バ
ランス）の実現に関する調査研究及び好
事例の情報提供を行う。 

・令和４年度調査研究「多様で柔軟
な働き方推進に向けた企業の取組」
において「総労働時間の減少」に寄
与している好事例を調査。先進的な
取組を行っている 10社事例詳細をま
とめ、報告書を男女共同参画局 HP
「仕事と生活の調和」推進サイト上
に公表。 
 
令和４年度実績 
 予算額：900千円 
調査対象：10社 

 
・男女共同参画局 HP「仕事と生活の  
調和」推進サイト上「カエル！ジャ
パン通信」において企業及び団体の
労働時間削減に関する取組等の紹介
や有識者によるコラムを掲載し、今
後の課題考察等につなげている。加
えて、各府省庁及び自治体の労働時
間削減に関する取組の最新情報を掲
載し、周知に寄与している。 
 
令和３年度実績 
予算額：730千円 
実施回数：21回配信 

令和４年度実績 

・各企業や団体の取組内容だけではな
く、「取組をはじめたきっかけ」や「導
入に際しての苦労や考慮した点」、「取
組による効果」等、事例詳細までを提
示することで、取組を行っていない企
業や団体の取組を後押しする必要があ
る。 
 
・好事例の広範囲な展開のためには、
「カエル！ジャパン」通信の認知度及
び購読者数のさらなる拡大が課題とな
る。 
（購読企業、個人数） 
 令和３年度：4,686 
 令和４年度：4,719 
 
※男女共同参画白書より 

・週労働時間 60時間以上の雇用者の割
合は徐々に減少傾向にあり、目標達成
まであと一歩である。 
特に男性は、女性と比べて割合が高
く、子育て期の 30代・40代男性では約
9～10％にのぼることから、男性のワー
ク・ライフ・バランスに関する意識改
革、家事・育児への参画意欲の醸成が
求められる。 
 

・令和５年度調査研究で仕事時間に関
する調査を実施し、好事例を展開する
ことで企業の長時間労働の是正に関す
る取組を支援。 
 
・引き続き「カエル！ジャパン通信」
にて情報提供を実施。特に、男性の家
事・育児参画による企業側のメリット
を訴求したり、男性社員の声を多用す
る等、より一層男性読者を意識した内
容を盛り込むよう心掛ける。 
 
・情報発信の新たな仕組や方法、対象
等を検討し、好事例の展開拡大を目指
す。 
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 予算額：1,089千円 
 実施回数：20回配信 
令和５年度実績 
予算額：1,645千円 
実施回数：21回配信予定 
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（厚生労働省） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 
項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

週労働時間 60時間以上の雇用者の割合 

男女計：6.4％ 
男性：9.8％ 
女性：2.3％ 
（2019年） 

男女計：5.1％ 
男性：7.7％ 
女性：2.0％ 
（2022年） 

5.0％ 
（2025年） 

 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

法定労働条件の履行確保及び長時間労働
是正のための監督指導体制の充実強化を
行う。 

法定労働条件の履行確保及び長時間
労働是正のため、労働基準監督署の労
働基準監督官を増員する等により監
督指導体制の整備を行った。 

2021年実績では目標値の 5.0％を達成し
ていたところ、最新値では目標不達成に
なったことから、引き続き、監督指導体
制を整備していく必要がある。 

引き続き、必要な監督指導体制の整備
を図っていく。 

年次有給休暇の取得促進のため、連続した
休暇を取得しやすい時季を捉えた集中的
な広報の実施等により機運の醸成を図る。 

❶年次有給休暇の取得の促進を図る
環境整備のため、休暇を取得しやすい
夏季、年末年始、ゴールデンウィーク
の他、年次有給休暇取得促進期間（１
０月）の時季を捉えた集中的な広報を
実施した。具体的には年次有給休暇取
得促進ポスター・リーフレットの作
成、インターネット広告等、仕事と生
活の調和がとれた働き方普及のため
のシンポジウムの開催（参加者数 487
人）、働き方・休み方改善ポータルサ
イ ト で の 周 知 （ ア ク セ ス 件 数
1,805,091件）、パンフレットの作成・
配布（44,000部）を行った。 
 
 
❷働き方改革の推進に取り組む中小
企業を支援するため、労働時間の設定
改善に向けて、時間外労働時間数の削
減や年次有給休暇の取得促進に向け
た環境整備を行う中小企業事業主を
支援する。2022 年度の予算額は約 62

❶2021年実績では目標値の 5.0％を達成
していたところ、最新値では目標不達成
になったことから、継続的な取組が必要
である。 
 
 
 
 
 
 
 
❷ ― 

❶年次有給休暇の取得促進について
は、休暇を取得しやすい夏季、年末年始
及びゴールデンウィークのほか、10 月
の年次有給休暇取得促進月間に集中的
な広報を引き続き実施する。 
 また、厚生労働省ＨＰの「働き方・休
み方改善ポータルサイト」に、企業の取
組の好事例を掲載し、年次有給休暇の
取得促進のための情報発信を行ってお
り、引き続き、これらの好事例を周知す
ることにより、取得率向上に努めてま
いりたい。 
 
 
❷厚生労働省 HP 等を活用した周知広
報、使用者団体を通じた周知、働き方改
革推進支援センターにおけるコンサル
ティング等の際の利用勧奨などによ
り、助成金の一層の利用促進を図る。 
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億円、支給件数は 5,789件。 

勤務間インターバル制度について職種・業
種等の特性を踏まえつつ、導入マニュアル
や好事例の周知等により企業への導入促
進を図る。 

勤務間インターバル制度の導入を促
進するため、制度導入の効果やメリッ
トをわかりやすく発信した。 
具体的には、業種別導入マニュアルの
作成・配布(48,000 部)、制度導入支
援のための動画コンテンツの作成・周
知及びインターネット広告、制度の導
入促進シンポジウム（セミナー）の開
催等(参加者 578人)を行った。 

2021年実績では目標値の 5.0％を達成し
ていたところ、最新値では目標不達成に
なったことから、継続的な取組が必要で
ある。 

引き続き、業種別導入マニュアルの作
成・配布、シンポジウム（セミナー）の
実施や動画コンテンツの充実など効果
的な周知に努めてまいりたい。 

労働時間等の設定に関する特別措置法の
周知を図り、労使の自主的な働き方の見直
しを促進する。 

労働時間等の設定に関する特別措置
法の周知を図り、労使の自主的な働き
方の見直しを促進するため、仕事と生
活の調和がとれた働き方普及のため
のシンポジウムの開催（参加者数 487
人）、働き方・休み方改善ポータルサ
イ ト で の 周 知 （ ア ク セ ス 件 数
1,805,091件）パンフレットの作成・
配布（44,000部）を行った。 

2021年実績では目標値の 5.0％を達成し
ていたところ、最新値では目標不達成に
なったことから、継続的な周知が必要で
ある。 

引き続き、関係パンフレットの配布、シ
ンポジウムの実施やポータルサイトの
コンテンツの充実など効果的な周知に
努めてまいりたい。 

「過労死等の防止のための対策に関する
大綱」を踏まえた取組を着実に推進すると
ともに、メンタルヘルスの確保等、職場に
おける健康確保対策を推進する。 

「過労死等の防止のための対策に関
する大綱」（令和３年７月 30日閣議決
定）において、メンタルヘルス対策が
掲げられている。 
メンタルヘルス対策の推進のため、①
「労働者の心の健康の保持増進のた
めの指針」の普及啓発。ストレスチェ
ック制度の実施徹底を通じたメンタ
ルヘルス対策の普及 
②働く人のメンタルヘルス・ポータル
サイト「こころの耳」による総合的な
情報提供（アクセス数：約 893 万件
（令和４年度））、相談の実施（電話相
談：27,177件・メール相談：4,234件・
SNS 相談：7,808件（令和４年度）） 
③産業保健総合支援センターにおけ

特に労働者数 50 人未満の小規模事業場
を中心に、メンタルヘルス対策の取組が
進んでいない。 
（メンタルヘルス対策実施割合：50 人以
上 91.1％、30～49人 73.1％、10～29人
55.7％（令和４年）） 

特に取組が進んでいない小規模事業場
への支援を中心に、左記の①～③の取
組を推進していく。 
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る、事業場の人事労務担当者等への研
修等の実施（事業場の人事労務担当者
等へのメンタルヘルスに係る専門的
研修：970回（令和４年度）） 
これらの取組を踏まえ、事業場におけ
るメンタルヘルス対策の実施割合は
63.4％（令和４年）となっている。 
 

生産性を高めながら労働時間の縮減等に
取組む中小企業・小規模事業者や、傘下企
業を支援する事業主団体に対する助成を
行う。 

働き方改革の推進に取り組む中小企
業を支援するため、労働時間の設定改
善に向けて、時間外労働時間数の削減
や年次有給休暇の取得促進に向けた
環境整備を行う中小企業事業主を支
援する。2022年度の予算額は約 62億
円、支給件数は 5,789件。 

― 

厚生労働省 HP等を活用した周知広報、
使用者団体を通じた周知、働き方改革
推進支援センターにおけるコンサルテ
ィング等の際の利用勧奨などにより、
助成金の一層の利用促進を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

7 

（内閣府） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 
項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

年次有給休暇取得率 

男女計：56.3％ 
男性：53.7％ 
女性：60.7％ 

（2019年又は 2018年会計年度） 

男女計：58.3% 
男性：56.5% 
女性：62.1% 

（2021年又は 2020年会計年度） 

70％ 
（2025年） 

 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラ
ンス）の実現に関する調査研究及び好事例
の情報提供を行う。 

・令和４年度調査研究「多様で柔軟な
働き方推進に向けた企業の取組」にお
いて「休日/休暇制度の柔軟化」に関
する好事例を調査。先進的な取組を行
っている 10 社事例詳細をまとめ、報
告書を男女共同参画局 HP「仕事と生
活の調和」推進サイト上に公表。 
 
予算：900千円 
調査対象：10社 
 
・男女共同参画局 HP「仕事と生活の  
調和」推進サイト上「カエル！ジャパ
ン通信」において企業及び団体 
の多様な休暇制度等の取組等の紹介
や有識者によるコラムを掲載し、今後
の課題考察等につなげている。加え
て、各府省庁及び自治体の休暇取得促
進に向けた取組の最新情報を掲載し、
周知に寄与している。 
 
令和３年度実績 
予算額：730千円 
実施回数：21回配信 

・各企業や団体の取組内容だけではな
く、「取組をはじめたきっかけ」や「導入
に際しての苦労や考慮した点」、「取組に
よる効果」等、事例詳細までを提示する
ことで、取組を行っていない企業や団体
の取組を後押しする必要がある。 
 
・好事例の広範囲な展開のめには、「カエ
ル！ジャパン」通信の認知度及び購読者
数のさらなる拡大が課題となる。 
（購読企業、個人数） 
 令和３年度：4,686 
 令和４年度：4,719 

・引き続き「カエル！ジャパン通信」に
て情報提供を実施。 
 
・情報発信の新たな仕組や方法、対象等
を検討し、好事例の展開拡大を目指す。 
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令和４年度実績 
 予算額：1,089千円 
 実施回数：20回配信 
令和５年度実績 
予算額：1,645千円 
実施回数：21回配信予定 
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（厚生労働省） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 
項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

年次有給休暇取得率 

男女計：56.3％ 
男性：53.7％ 
女性：60.7％ 

（2019年又は 2018年会計年度） 

男女計：58.3% 
男性：56.5% 
女性：62.1% 

（2021年又は 2020年会計年度） 

70％ 
（2025年） 

 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

年次有給休暇の取得促進のため、連続した
休暇を取得しやすい時季を捉えた集中的
な広報の実施等により機運の醸成を図る。 

❶年次有給休暇の取得の促進を図る
環境整備のため、休暇を取得しやす
い夏季、年末年始、ゴールデンウィ
ークの他、年次有給休暇取得促進期
間（１０月）の時季を捉えた集中的
な広報を実施した。具体的には年次
有給休暇取得促進ポスター・リーフ
レットの作成、インターネット広告
等、仕事と生活の調和がとれた働き
方普及のためのシンポジウムの開
催（参加者数 487 人）、働き方・休
み方改善ポータルサイトでの周知
（アクセス件数 1,805,091 件）、パ
ンフレットの作成・配布（44,000
部）を行った。 

 
 
❷働き方改革の推進に取り組む中小
企業を支援するため、労働時間の設
定改善に向けて、時間外労働時間数
の削減や年次有給休暇の取得促進
に向けた環境整備を行う中小企業
事業主を支援する。2022 年度の予
算額は約 62億円、支給件数は 5,789
件。 

❶目標値に達しておらず、相対的に中小
企業において導入が進んでいない結果
となっている。 
 
 
❷ ― 

❶年次有給休暇の取得促進について
は、休暇を取得しやすい夏季、年末年始
及びゴールデンウィークのほか、10 月
の年次有給休暇取得促進月間に集中的
な広報を引き続き実施する。 
 また、厚生労働省ＨＰの「働き方・休
み方改善ポータルサイト」に、企業の取
組の好事例を掲載し、年次有給休暇の
取得促進のための情報発信を行ってお
り、引き続き、これらの好事例を周知す
ることにより、取得率向上に努めてま
いりたい。 
 
 
❷厚生労働省 HP 等を活用した周知広
報、使用者団体を通じた周知、働き方改
革推進支援センターにおけるコンサル
ティング等の際の利用勧奨などによ
り、助成金の一層の利用促進を図る。 
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労働時間等の設定の改善に関する特別措
置法の周知を図り、労使の自主的な働き方
の見直しを促進する。 

労働時間等の設定の改善を図り年次
有給休暇の取得促進の環境整備のた
め、仕事と生活の調和がとれた働き方
普及のためのシンポジウムの開催（参
加者数 487人）、働き方・休み方改善
ポータルサイトでの周知（アクセス件
数 1,805,091件）を実施した。 

目標値に達しておらず、相対的に中小企
業において導入が進んでいない結果と
なっている。 

年次有給休暇の取得促進については、
休暇を取得しやすい夏季、年末年始及
びゴールデンウィークのほか、10 月の
年次有給休暇取得促進月間に集中的な
広報を行っている。 
 また、厚生労働省ＨＰの「働き方・休
み方改善ポータルサイト」に、企業の取
組の好事例を掲載し、年次有給休暇の
取得促進のための情報発信を行ってお
り、引き続き、これらの好事例を周知す
ることにより、取得率向上に努めてま
いりたい。 

生産性を高めながら労働時間の縮減等に
取組む中小企業・小規模事業者や、傘下企
業を支援する事業主団体に対する助成を
行う。 

働き方改革の推進に取り組む中小企
業を支援するため、労働時間の設定改
善に向けて、時間外労働時間数の削減
や年次有給休暇の取得促進に向けた
環境整備を行う中小企業事業主を支
援する。2022年度の予算額は約 62億
円、支給件数は 5,789件。 

― 

厚生労働省 HP 等を活用した周知広
報、使用者団体を通じた周知、働き方改
革推進支援センターにおけるコンサル
ティング等の際の利用勧奨などによ
り、助成金の一層の利用促進を図る。 

時間単位の年次有給休暇制度について、周
知リーフレットの配布、働き方・休み方改
善ポータルサイトでの導入事例の掲載等
により企業への導入促進を図る。 

❶年次有給休暇の取得の促進を図る
環境整備のため、時間単位の年次有
給休暇制度についても、年次有給休
暇取得促進ポスター・リーフレット
等に記載するとともに、働き方・休
み方改善ポータルサイトでの周知
（アクセス件数 1,805,091 件）、仕
事と生活の調和がとれた働き方普
及のためのシンポジウムの開催（参
加者数 487人）を実施した。 

 
 
❷働き方改革の推進に取り組む中小
企業を支援するため、労働時間の設
定改善に向けて、時間外労働時間数
の削減や年次有給休暇の取得促進
に向けた環境整備を行う中小企業
事業主を支援する。2022 年度の予
算額は約 62億円、支給件数は 5,789
件。 

❶目標値に達しておらず、相対的に中小
企業において導入が進んでいない結果
となっている。 
 
 
❷ ― 

❶年次有給休暇の取得促進について
は、休暇を取得しやすい夏季、年末年始
及びゴールデンウィークのほか、10 月
の年次有給休暇取得促進月間に集中的
な広報を行っている。 
 また、厚生労働省ＨＰの「働き方・休
み方改善ポータルサイト」に、企業の取
組の好事例を掲載し、年次有給休暇の
取得促進のための情報発信を行ってお
り、引き続き、これらの好事例を周知す
ることにより、取得率向上に努めてま
いりたい。 
 
 
❷厚生労働省 HP 等を活用した周知広
報、使用者団体を通じた周知、働き方改
革推進支援センターにおけるコンサル
ティング等の際の利用勧奨などによ
り、助成金の一層の利用促進を図る。 
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（厚生労働省） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 
項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

労働時間等の課題について労使が話合
いの機会を設けている割合 

64.0％ 
（2019年） 

62.8％ 
（2022年） 

全ての企業 
（2025年） 

 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

労働時間等の設定の改善に関する特別措
置法の周知を図り、労使の自主的な働き
方の見直しを促進する。 

労働時間等の設定の改善に関する特
別措置法の周知を図り、労使の自主
的な働き方の見直しを促進するた
め、仕事と生活の調和がとれた働き
方普及のためのシンポジウムの開催
（参加者数 487人）、働き方・休み方
改善ポータルサイト（アクセス件数
1,805,091件）での周知、パンフレ
ットの作成・配布（44,000部）を実
施した。 

目標値に達しておらず、相対的に中小
企業において導入が進んでいない結果
となっている。 

政府目標達成のため、労働時間等設定
改善法に基づく「労働時間等見直しガ
イドライン」（労働時間等設定改善指
針）において、事業主は労使間の話合
いの機会を整備することとされている
ことから、法及び同ガイドラインにつ
いてわかりやすく解説したパンフレッ
トの配布や、労使の話し合いの機会の
整備を働き方改革推進支援助成金の支
給要件とすること等により、労使の話
し合いの機会の整備の促進を図ってい
るところ。 
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（内閣府） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 
項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

テレワーク    

 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バ
ランス）の実現に関する調査研究及び好
事例の情報提供を行う。 

・令和４年度調査研究「多様で柔軟
な働き方推進に向けた企業の取
組」において「場所にとらわれな
い働き方」に関する好事例を調
査。先進的な取組を行っている 10
社事例詳細をまとめ、報告書を男
女共同参画局 HP「仕事と生活の調
和」推進サイト上に公表。 

 
令和４年度実績 
 予算：900千円 
調査対象：10社 

 
・男女共同参画局 HP「仕事と生活の  
調和」推進サイト上「カエル！ジ
ャパン通信」において企業及び団
体のリモートワークの取組等の紹
介や有識者によるコラムを掲載
し、今後の課題考察等につなげて
いる。加えて、各府省庁及び自治
体のテレワークに関する取組の最
新情報を掲載し、周知に寄与して
いる。 

 
令和３年度実績 
予算額：730千円 
実施回数：21回配信 

令和４年度実績 
 予算額：1,089千円 

・各企業や団体の取組内容だけではな
く、「取組をはじめたきっかけ」や「導
入に際しての苦労や考慮した点」、「取
組による効果」等、事例詳細までを提
示することで、取組を行っていない企
業や団体の取組を後押しする必要があ
る。 
 
・コロナ禍を経て、広く浸透したテレ
ワ－クに関する様々な仕組について、
今後の社会情勢の変化を踏まえ、どの
ようなニーズや役割があるか想定をし
た上で、先進的な好事例の収集を行う
必要がある。 
 
・好事例の広範囲な展開のためには、
「カエル！ジャパン」通信の認知度及
び購読者数のさらなる拡大が課題とな
る。 
（購読企業、個人数） 
 令和３年度：4,686 
 令和４年度：4,719 

・引き続き「カエル！ジャパン通信」
にて情報提供を実施。 
 
・情報発信の新たな仕組や方法、対象
等を検討し、好事例の展開拡大を目指
す。 
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 実施回数：20回配信 
令和５年度実績 
予算額：1,645千円 
実施回数：21回配信予定 
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（総務省） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 
項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

テレワーク    

 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

時間を有効に活用でき、場所の制約を受け
ない勤務形態であるテレワークについて、
適正な労務管理下における普及促進や、中
小企業への導入促進に向けて、助成金の活
用や専門家による無料相談対応など各種
支援策を推進する。 

令和３年度まで行っていた総務省の
テレワーク関連事業と、厚生労働省の
テレワーク関連事業を令和４年度か
ら一体的に運用し、テレワークを導入
しようとする企業等に対しワンスト
ップでの総合的な支援を実施。また、
地域の中小企業支援の担い手となる
団体（自治体、商工会議所等）と連携
し、地域窓口を設置し、テレワークに
関する一次的な相談・問合せ対応やセ
ミナー・相談会を実施。 
・令和３年度予算：258百万円 
令和４年度予算：261百万円 
令和５年度予算：255百万円 

・地域窓口数：235カ所（令和５年８
月末時点） 

・地域窓口相談件数 
令和４年度：月平均 151件 
令和５年度：月平均 109件 

・専門家派遣件数 
 令和３年度：212件 
・地域セミナー 
 令和３年度：2,591名参加 

テレワークは、令和２年以降、新型コロ
ナウイルス感染症の拡大に伴い、出勤抑
制の手段としての導入が進んだことも
あり、都市部を中心に普及が図られた
が、一方で地方部の普及率は低い水準に
留まっており、地域間での格差が生じて
いる。また、都市部においては、感染拡
大防止の対応が終了すれば、出社勤務に
戻す企業も出てきている。 

導入が進んでいない地方部・中小企業
への重点的な普及に向け、コロナ対策
以外でのテレワークのメリットを周知
啓発するとともに、都市部において出
社勤務に戻すか検討している企業に対
しては、専門家による個別相談支援や
ICT ツールの有効活用事例の周知によ
り、テレワーク時のコミュニケーショ
ン面等のデメリットの解消を図る。 
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（厚生労働省） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 
項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

テレワーク    

 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

時間を有効に活用でき、場所の制約を受
けない勤務形態であるテレワークについ
て、適正な労務管理下における普及促進
や、中小企業への導入促進に向けて、助
成金の活用や専門家による無料相談対応
など各種支援策を推進する。 

【2020年度（R２年度実績）】 
テレワーク普及促進対策事業 6.5
億円 

活動実績： 
○テレワークセミナーの参加者数 

761人 
○テレワーク相談センターへの相
談、テレワーク相談センターのウ
ェブサイトからの資料のダウンロ
ード数 8,717件 

 
働き方改革推進支援助成金（テレワ
ークコース）34.1億円 

活動実績： 
○働き方改革推進支援助成金（テレ
ワークコース）の支給決定件数 

 9,902件 
 
【2021年度（R３年度実績）】 
テレワーク普及促進対策事業 2.3億
円 

活動実績： 
○テレワークセミナーの参加者数 

1,025人 
○テレワーク相談センターへの相
談、テレワーク相談センターのウ
ェブサイトからの資料のダウンロ
ード数 7,694件 

 

― 
 

引き続き適正な労務管理下におけるテ
レワークの普及促進に取り組んでい
く。 
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人材確保等支援助成金（テレワーク
コース） 22.7億円 

活動実績： 
○人材確保等支援助成金（テレワー
クコース）の支給決定件数 29件 

 
 
【2022年度（R４年度実績）】 
テレワーク普及促進対策事業 1.4億
円 
活動実績： 
○テレワークセミナーの参加者数 

728人 
○テレワーク相談センターへの相
談、テレワーク総合ポータルサイ
トからの資料のダウンロード数 
21,110件 

 
人材確保等支援助成金（テレワーク
コース）16億円 
活動実績： 
○人材確保等支援助成金（テレワー
クコース）の支給決定件数 70件 
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（経済産業省） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 
項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

テレワーク    

 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

時間を有効に活用でき、場所の制約を受
けない勤務形態であるテレワークについ
て、適正な労務管理下における普及促進
や、中小企業への導入促進に向けて、助
成金の活用や専門家による無料相談対応
など各種支援策を推進する。 

・関係府省庁と連携し、テレワーク
月間ポスター、リーフレットの配
布、公共機関での電子広告掲載、所
管団体へのメール周知などにより、
約 1,900の政府機関、団体・企業等
に対して普及呼びかけを実施。 
・IT導入補助金や IT活用促進資金
等を通じて、中小企業・小規模事業
者等への ITツールの導入支援や、中
小企業・小規模事業者等が抱えるテ
レワーク導入を含めた様々な経営課
題に対応するための専門家の派遣支
援を実施。 

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴
い、出勤抑制の手段として都市部企業
を中心にテレワーク導入が浸透してき
たが、地方での導入率は低い水準であ
り、地域格差が生じている。 

引き続き、関係省庁と連携しつつ、テ
レワークに必要な ITシステム導入支
援、専門家による相談体制や地域での
サポート体制の整備により、テレワー
クの更なる普及に向け、産業界の取組
を後押しする。 
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（国土交通省） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 
項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

テレワーク    

 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

時間を有効に活用でき、場所の制約を受
けない勤務形態であるテレワークについ
て、適正な労務管理下における普及促進
や、中小企業への導入促進に向けて、助
成金の活用や専門家による無料相談対応
など各種支援策を推進する。 

テレワークの実施状況、課題等の把
握のため、テレワーク従事者の実態
把握を行った。また、関係各省と連
携し、テレワークの一層の普及・拡
大に向け、普及啓発に努めた。 

具体的かつ効果的な形で普及が進むよ
うにすること。 

今後も継続して、テレワークの実施状
況、課題等の把握のため、テレワーク
従事者の実態把握を行う。また、関係
各省と連携し、テレワークの一層の普
及・拡大に向け、普及啓発に努める。 
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（内閣府） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 
項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

民間企業における男性の育児休業取得
率 

7.48％ 
（2019年度） 

17.13% 
（2022年度） 

30％ 
（2025年） 

 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラ
ンス）の実現に関する調査研究及び好事例
の情報提供を行う。 

・令和３年度の調査研究で、「仕事と
子育ての両立を阻害する慣行等調査」
を実施。6つの場面における子育ての
困りごとについて、今後の必要な方策
を検討する基礎資料として調査分析。
報告書を男女共同参画局 HP「仕事と
生活の調和」推進サイト上に公表。 
 
令和３年度実績 
 予算額：5,750千円 
 調査対象： 

個人オンライン調査 2,166名 
意見募集 5,640名 

 
・男女共同参画局 HP「仕事と生活の
調和」推進サイト上「カエル！ジャパ
ン通信」において企業及び団体の男性
の育児休業取得の取組等の紹介や有
識者によるコラムを掲載し、今後の課
題考察等につなげている。加えて、各
府省庁及び自治体の男性の育児休業
取得に関する取組の最新情報を掲載
し、周知に寄与している。 
 
令和３年度実績 
予算額：730千円 
実施回数：21回配信 

令和４年度実績 
 予算額：1,089千円 

・各企業や団体の取組内容だけではな
く、「取組をはじめたきっかけ」や「導入
に際しての苦労や考慮した点」、「取組に
よる効果」等、事例詳細までを提示する
ことで、取組を行っていない企業や団体
の取組を後押しする必要がある。 
 
・日本の育児休業に関する制度は世界的
に見ても整備されているが、男性が育児
休業を取得し、家事・育児に参画するこ
とへの職場における上司や周囲の理解
が不十分であることが調査結果から読
み取れる。また、男性本人の意識改革も
必要。 
 
・好事例の広範囲な展開のためには、「カ
エル！ジャパン」通信の認知度及び購読
者数のさらなる拡大が課題となる。 
（購読企業、個人数） 
 令和３年度：4,686 
 令和４年度：4,719 

・引き続き「カエル！ジャパン通信」に
て情報提供を実施。特に、男性の家事・
育児参画による企業側のメリットを訴
求したり、男性社員の声を記事にする
等、より一層男性読者を意識した内容
を盛り込むよう心掛ける。 
 
・情報発信の新たな仕組や方法、対象等
を検討し、好事例の展開拡大を目指す。 
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 実施回数：20回配信 
令和５年度実績 
予算額：1,645千円 
実施回数：21回配信予定 

啓発活動や表彰、参加型の公式サイトな
どを通じて、企業及び個人に対し情報・
好事例等を提供し、男性の仕事と育児の
両立の促進を図るとともに、男性の家事
育児への参画や育児休業等取得に関する
社会的な機運の醸成を図る。 

○「男女共同参画週間」などの啓発
活動や、子どもたちを産み育てやす
いデザインで、男女共同参画担当大
臣賞を選定・表彰している特定非営
利活動法人キッズデザイン協議会が
実施しているキッズデザイン賞など
の表彰の実施を通じて、男性の仕事
と育児の両立の促進を図るととも
に、男性の家事育児への参画等に関
する社会的な機運の醸成を図った。 

○育児休業取得率は改善しているもの
の、目標達成には至っていない。 

○引き続き、「男女共同参画週間」な
どの啓発活動や、キッズデザイン賞な
どの表彰の実施を通じて、男性の仕事
と育児の両立の促進を図るとともに、
男性の家事育児への参画等に関する社
会的な機運の醸成を図っていく。 
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（金融庁） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 
項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

民間企業における男性の育児休業取得
率 

7.48％ 
（2019年度） 

17.13% 
（2022年度） 

30％ 
（2025年） 

 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

企業における男性社員の育児休業等取得
促進のための事業主へのインセンティブ
付与や、取得状況の情報開示（「見える
化」）を推進する。 

金融審議会ディスクロージャーワ
ーキング・グループ報告（2022年６
月公表）を踏まえて内閣府令の改正
を行い（2023年１月公布）、女性活
躍推進法又は育児・介護休業法に基
づいて男性の育児休業等取得率等の
公表を行う企業は、有価証券報告書
においても開示が求められることと
した（2023年３月期有価証券報告書
から適用）。 
 また、2020年度～2022年度にかけ
て提出された有価証券報告書につい
て、それぞれの年度において「記述
情報の開示の好事例集」を公表し、
その中で、男性の育児休業取得率を
含む、多様性に係る開示内容に関し
て、好事例と考えられる企業を採り
上げた。あわせて、企業等に対して
「記述情報の開示の好事例集」を用
いたセミナー等を実施した。 

 人的資本・多様性に関する開示に関
して、投資家を含む社会の関心が高ま
っていることを踏まえ、企業における
男性の育児休業取得率の記載を含むサ
ステナビリティ開示の内容について、
継続的な充実を図る必要がある。 

引き続き、男性の育児休業取得率の
開示内容にかかる事例も含めた、サス
テナビリティ開示の好事例の取りまと
めを行い、公表する。あわせて、企業
等に対して「記述情報の開示の好事例
集」を用いたセミナー等を実施する。 
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（こども家庭庁） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 
項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

民間企業における男性の育児休業取得
率 

7.48％ 
（2019年度） 

17.13% 
（2022年度） 

30％ 
（2025年） 

 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

啓発活動や表彰、参加型の公式サイトな
どを通じて、企業及び個人に対し情報・
好事例等を提供し、男性の仕事と育児の
両立の促進を図るとともに、男性の家事
育児への参画や育児休業等取得に関する
社会的な機運の醸成を図る。 

配偶者の出産直後の子育てを目的と
した休暇取得の促進を図る「さんき
ゅうパパプロジェクト」による広報
啓発を実施し、社会的機運の醸成を
図った。 

育児休業取得率は改善しているもの
の、目標達成には至っていない。 

引き続き、男性の家事育児への参画や
育児休業等取得に関する社会的な機運
の醸成を図る。 

関係省庁、民間企業・経済団体等と連携
して、配偶者の出産直後の子育てを目的
とした休暇取得の促進を図る理念に賛同
する企業とも協力して、さんきゅうパパ
ロゴマークを利用した広報啓発等を実施
する。 

配偶者の出産直後の子育てを目的と
した休暇取得の促進を図る「さんき
ゅうパパプロジェクト」の一環とし
て、理念に賛同する企業とも協力し
て、さんきゅうパパロゴマークを利
用した広報啓発を実施した。 
 

育児休業取得率は改善しているもの
の、目標達成には至っていない。 

引き続き、さんきゅうパパロゴマーク
を利用した広報啓発等を実施する。 
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（厚生労働省） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 
項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

民間企業における男性の育児休業取得
率 

7.48％ 
（2019年度） 

17.13% 
（2022年度） 

30％ 
（2025年） 

 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

労働者が育児休業や介護休業等を取得し
て、継続就業できるよう育児・介護休業法
の履行確保を図る。また、夫婦での子育て
を促進するため、出生直後の休業の取得を
促進する新たな枠組みを導入するととも
に、本人又は配偶者の妊娠・出産の申出を
した個別の労働者に対する休業制度の周
知の措置や、研修・相談窓口の設置等の職
場環境の整備等について事業主に義務づ
けること、男性の育児休業取得率の公表を
促進することを検討し、令和３年（2021
年）の通常国会に必要な法案の提出を図
る。 

❶以下の事項を内容とする育児・介護
休業法の改正を令和３年に行い、令和
４年４月１日以降、順次施行した。 
・本人又は配偶者の妊娠・出産の申出
をした個別の労働者に対する休業制
度の周知の措置、研修・相談窓口の設
置等の職場環境の整備等について事
業主に義務づけ（令和４年４月 1日施
行） 
・出生時育児休業（産後パパ育休）の
創設（令和４年 10月１日施行） 
・従業員 1,000 人超の事業主を対象
に、男性の育児休業取得率等の公表を
義務づけ（令和５年４月１日施行） 
 
 
❷雇用保険制度においては、労働者の
職業生活の円滑な継続を援助、促進す
るため、労働者が原則 1歳未満の子を
養育するための育児休業を行う場合
に、育児休業給付金を支給している。
また、「産後パパ育休」に対応した「出
生時育児休業給付金」を創設し、2022
年 10月から施行している。 
・育児休業給付金初回受給者数（出生
時育児休業給付金を含む）男性：
109,422人（2022年度） 
・出生時育児休業給付金受給者数：
14,157人（2022年度（10月以降）） 

❶男性の育児休業取得が進まない理由
としては、「職場の雰囲気」等の要因がい
まだ挙げられることから、労働者が育児
休業を取得しやすい職場環境の整備の
ため、更に取組を進める必要がある。 
 
 
❷男性の育児休業取得率向上に合わせ
た育児休業給付（育児休業給付金及び出
生時育児休業給付金）の適切な運用を図
ること。 

❶改正事項を含め引き続き育児・介護
休業法の着実な履行確保を図るとも
に、育児・介護休業法に基づく男性の育
児休業取得率等の公表について、対象
企業の拡大を検討する。 
 
 
❷育児休業給付の適切な運営を図る。 
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育児等を理由とする男性に対する不利益
取扱いや、企業における育児休業等に関
するハラスメントを防止するための対策
等を推進する。 

❶妊娠・出産の申出をしたこと、出
生時育児休業の申出・取得等を理由
とする不利益取扱いの禁止を追加す
る育児・介護休業法の改正を令和３
年に行い、令和４年４月１日から施
行した。 
 
また、育児休業・介護休業等に関す
るハラスメント防止措置を講じてい
ない事業主への是正指導を、引き続
き実施している。 
 
 
❷以下の事項を内容とする育児・介
護休業法の改正を令和元年に行い、
令和２年６月１日に施行した。 
・育児休業等に関するハラスメント
に起因する問題に関する国、事業主
及び労働者の責務の明確化 
・労働者が事業主に育児休業等に関
するハラスメントの相談をしたこと
等を理由とする事業主による不利益
取扱いの禁止 
 
妊娠・出産・育児休業等に関するハ
ラスメントを防止するための対策に
「取り組んでいる」企業割合 
令和３年度 69.1％ 
令和４年度 81.5％ 
 
（予算額） 
R2 年度：1,182,803千円の内数 
R3 年度：939,217千円の内数 
R4 年度：684,380千円の内数 
R5 年度：636,102千円の内数 

❶男性の育児休業取得を促進するため
には、労働者が育児休業を取得しやす
い職場環境である必要があることか
ら、引き続き対策等を推進する必要が
ある。 
 
 
❷特に労働者数 30人未満の小規模事業
場を中心に、ハラスメントを防止する
ための対策に係る取組が進んでいな
い。 
（妊娠・出産・育児休業等に関するハ
ラスメントを防止するための対策に
「取り組んでいる」企業割合：30人以
上 90.6％、10～29人 76.3％（令和４年
度）） 

❶改正事項を含め引き続き育児・介護
休業法の着実な履行確保を図るととも
に、労働者等からの不利益取扱いの相
談に適切に対応していく。 
 
 
❷ 引き続きハラスメント防止のた
め、労働者からの相談に対応するとと
もに、特に取組が進んでいない小規模
事業場への支援により、引き続き法の
履行確保を図る。 

企業における男性社員の育児休業等取得
促進のための事業主へのインセンティブ
付与や、取得状況の情報開示（「見える
化」）を推進する。 

次世代認定マーク（くるみん）の認
定基準について、男性の育児休業等
取得率等に係る基準を引き上げ、男
女の育児休業等取得率等の公表を基

令和３年改正後の育児・介護休業法に
より男性の育児休業取得率等の公表が
義務づけられていない事業主に対して
も取組が促進するよう働きかける必要

改正事項を含め引き続き育児・介護休
業法の着実な履行確保を図り、認定制
度の周知・啓発を行うとともに、次世
代育成支援対策推進法に基づく一般事
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準に加える次世代育成支援対策推進
法施行規則等の改正を令和３年に行
い、令和４年４月１日から施行し
た。 
 
また、従業員 1,000人超の事業主を
対象に、男性の育児休業取得率等の
公表を義務づける育児・介護休業法
の改正を令和３年に行い、令和５年
４月１日から施行した。 

がある。 業主行動計画について、事業主の取組
を促進するための措置を講ずる。 

啓発活動や表彰、参加型の公式サイトな
どを通じて、企業及び個人に対し情報・
好事例等を提供し、男性の仕事と育児の
両立の促進を図るとともに、男性の家事
育児への参画や育児休業等取得に関する
社会的な機運の醸成を図る。 

育児を積極的に行う男性「イクメ
ン」を応援し、男性の仕事と育児の
両立を推進する「イクメンプロジェ
クト」において、参加型の公式サイ
トの運営やリーフレットの配布等を
行うとともに、男性の仕事と育児の
両立に向けて取り組む企業の好事例
の展開や、セミナーの開催等により
普及啓発を行っている。 
・当初予算額 1.3億円（2023年
度） 
・イクメンプロジェクト公式サイト
へのアクセス数 約 110万件（2022
年度） 

令和４年度雇用均等基本調査では男性
の育児休業取得率は 17.13％と、過去最
高となった。しかし、女性と比べると
依然として低く、目標達成のために
は、引き続き、男性が希望どおり育児
休業を取得できる環境整備を強力に進
めていく必要がある。 

引き続き、男性の育児休業に関する啓
発資料や企業における好事例の周知広
報を行うことで、男性の育児休業取得
率向上を図る。 

非正規雇用労働者の産前産後休業、育児
休業及び介護休業の法制度の内容につい
て、非正規雇用労働者及び事業主に対す
る周知・徹底を行うとともに、利用環境
を改善する。 

❶有期雇用労働者の育児休業及び介
護休業の取得要件を緩和する育児・
介護休業法の改正を令和３年に行
い、令和４年４月１日から施行し
た。 
 
上記改正事項を含む法制度の内容に
ついて、育児・介護に直面する前の
正しい知識付与のため、労働者等に
向けた周知事業を実施している。 
・当初予算額 0.4億円（2023年度） 
 
また、中小企業において非正規雇用
を含む労働者の円滑な育児休業及び
介護休業の取得及び職場復帰等を支

❶非正規雇用であっても労働者が法に
基づいて適切に育児休業及び介護休業
を取得できるよう、労働者、事業主双
方に引き続き働きかける必要がある。 
 
 
❷妊娠中又は出産後も働き続ける女性
が増加している中で、職場において女
性が母性を尊重され、働きながら安心
して子どもを産むことができる環境を
整備することは、社会にとって重要な
課題であり、男女雇用機会均等法に基
づく母性健康管理措置及び労働基準法
に基づく母性保護については、非正規
労働者を含む女性労働者に対して適切

❶改正事項を含め引き続き育児・介護
休業法の着実な履行確保を図るととも
に、労働者等に向けた法制度の周知啓
発、事業主への個別周知・支援を引き
続き行う。 
 
 
❷ 非正規雇用を含む女性労働者が妊
娠又は出産後も働きながら安心して子
どもを産むことができるよう、母性健
康管理措置等の利用を促進するため、
事業主等に対して法制度の周知徹底を
行うとともに、妊産婦を含む女性向け
の雑誌などを活用し同制度等の周知啓
発を行う。 
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援するため、専門家の派遣により
「育休復帰支援プラン」や「介護支
援プラン」の策定支援を行ってい
る。 
・当初予算額 2.6億円（2023年
度） 
・個別支援件数 1,610件（2022年
度） 
 
 
❷働く女性の健康に係るサイトを運
営し、非正規雇用労働者を含む女性
労働者等に対して、母性健康管理や
健康課題に係る情報提供を行ってい
る。 
 また、母性健康管理に関するメー
ル相談を実施し、母性健康管理に関
する必要な情報提供、周知・啓発等
を実施している。 
（予算額） 
R2 年度：35,322千円の内数 
R3 年度：45,301千円の内数 
R4 年度：55,597千円の内数 
R5 年度：54,921千円の内数 

に講じられる必要があることについ
て、事業主及び労働者に対して、継続
的な周知が必要である。 
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（内閣官房） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 
項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

25歳から 44歳までの女性の就業率 
77.7％  

（2019年） 
79.8％  

（2022年） 
82％  

（2025年） 
 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

「少子化対策地域評価ツール」の活用促進
等により、地域コミュニティによる支え合
い、職住育近接のまちづくり、男女にとっ
て魅力的な働き方など、各地方公共団体に
おける女性活躍に資する具体的な取組を
推進する。 

・「少子化対策地域評価ツール」を活
用した地域アプローチによる少子化
対策の取組を促進することにより、各
地域における職住育近接のまちづく
り、男女にとって魅力的な働き方等に
係る取組を推進している。 
（「地域アプローチ」による少子化対
策に取り組む地方公共団体数： 22都
道府県+88市区町村） 
・デジタル田園都市国家構想交付金
を活用し、地域の実情に応じた女性活
躍に資する取組を行っている地方公
共団体の事例集（３都道府県・９市区
町村）を作成し、横展開を行っている。 

「少子化対策地域評価ツール」を活用し
た地域アプローチによる少子化対策に
取組団体数の増加を図る等、女性活躍に
資する取組を一層推進していく必要が
ある。 

引き続き、「少子化対策地域評価ツー
ル」の活用促進を含め、女性活躍に資す
る具体的な取組を推進する。 
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（内閣府） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 
項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

25歳から 44歳までの女性の就業率 
77.7％  

（2019年） 
79.8％  

（2022年） 
82％  

（2025年） 
 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バ
ランス）の実現に関する調査研究及び好
事例の情報提供を行う。 

・令和３年度の調査研究「仕事と子
育ての両立を阻害する慣行等調査」
を実施。6つの場面における子育て
の困りごとについて、今後の必要な
方策を検討する基礎資料として調査
分析。報告書を男女共同参画局 HP
「仕事と生活の調和」推進サイト上
に公表。 
 
令和３年度実績 
 予算額：5,750千円 
 調査対象： 

個人オンライン調査 2,166名 
意見募集 5,640名 

 
・令和４年度調査研究「多様で柔軟
な働き方促進に向けた企業の取組に
関する調査」を実施。「転勤制度の廃
止/縮小等」「退職者の就業継続支
援」「場所にとらわれない働き方」
「休日/休暇制度の柔軟化」等に関す
る好事例を調査。先進的な取組を行
っている 10社事例詳細をまとめ、報
告書を男女共同参画局 HP「仕事と生
活の調和」推進サイト上に公表。 
 
令和４年度実績 
予算：900千円 
調査対象：10社 

・各企業や団体の取組内容だけではな
く、「取組をはじめたきっかけ」や「導
入に際しての苦労や考慮した点」、「取
組による効果」等、事例詳細までを提
示することで、取組を行っていない企
業や団体の取組を後押しする必要があ
る。 
 
・好事例の広範囲な展開のためには、
「カエル！ジャパン」通信の認知度及
び購読者数のさらなる拡大が課題とな
る。 
（購読企業、個人数） 
 令和３年度：4,686 
 令和４年度：4,719 
 
・就業を継続するために障壁となりう
る課題について、乗り越えるための工
夫やロールモデルの情報提供が必要。 

・引き続き「カエル！ジャパン通信」
にて情報提供を実施。 
 
・情報発信の新たな仕組や方法、対象
等を検討し、好事例の展開拡大を目指
す。 
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・男女共同参画局 HP「仕事と生活の  
調和」推進サイト上「カエル！ジャ
パン通信」において、ライフイベン
トとキャリア形成を両立する上での
課題や、キャリアの継続を諦めない
働き方、育児関連の支援等について
紹介。加えて、各府省庁及び自治体
の取組の最新情報を掲載し、周知に
寄与している。 
 
令和３年度実績 
予算額：730千円 
実施回数：21回配信 

令和４年度実績 
 予算額：1,089千円 
 実施回数：20回配信 
令和５年度実績 
予算額：1,645千円 
実施回数：21回配信予定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

30 

（文部科学省） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 
項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

25歳から 44歳までの女性の就業率 
77.7％  

（2019年） 
79.8％  

（2022年） 
82％  

（2025年） 
 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

再就職希望者を含む社会人等の就労、スキ
ルアップ、キャリア転換に必要な実践的な
知識・技術・技能を身に付けるためのリカ
レント教育を推進し、学び直し等の充実を
図る。 

多様な年代の女性の社会参画を支援
するため、大学等における、女性のチ
ャレンジを総合的に支援するモデル
の開発や、普及啓発を行っている。 

多様な年代の女性の社会参画を支援す
るため、大学等における、女性のチャレ
ンジを総合的に支援するモデルの開発
や、普及啓発を、引き続き推進する必要
がある。 

令和６年度は、女性教育関係団体、大学
及び研究者、企業等が連携し、女性が指
導的立場に就くに際して必要となる体
系的な学習の提供等、女性の多様なチ
ャレンジを総合的に支援するモデルを
構築し、引き続き多様な年代の女性の
社会参画を支援するための取組を推進
する。 
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（厚生労働省） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 
項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

25歳から 44歳までの女性の就業率 
77.7％  

（2019年） 
79.8％  

（2022年） 
82％  

（2025年） 
 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

改正された女性活躍推進法等に基づき、
①職業生活に関する機会の提供と②職業
生活と家庭生活との両立に資する雇用環
境の整備の両面からの目標設定や、情報
公表を促進する。 

中小企業を中心とした企業を対象
として、女性の活躍推進に関する自
社の課題を踏まえた取組内容のあり
方、定められた目標の達成に向けた
手順等について、説明会や個別企業
の雇用管理状況に応じた、オンライ
ンや個別訪問によるコンサルティン
グ等を実施している。 
行動計画に基づく女性活躍に向け

た事業主の取組が促進するよう女性
活躍推進法を推進している 
 
（予算額） 
R2 年度：464,363千円の内数 
R3 年度：546,469千円の内数 
R4 年度：302,890千円の内数 
R5 年度：403,035千円の内数 
 
コンサルティングの実施回数 
R3 年度：1347件 
R4 年度：778件 

- 
行動計画の策定義務や具体的な女性活
躍の取組について引き続き周知啓発を
行う。 

企業による女性の就業継続に向けた研修
の実施等を支援する。 

 当初予定通り、令和３年度で本項
目の研修事業は終了。 
（予算額） 
R2 年度：83,739千円の内数 
R3 年度：78,306千円の内数 
R4 年度：－  
R5 年度：－ 
 

- 
事業主に対する個別コンサルティング
に注力する。 
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女性の就業促進支援に関する講師派
遣の回数 
R2 年度：23回 
R3 年度：35回 
R4 年度：－  

R5年度：－ 

労働者の主体的な職業能力の開発及び向
上を促進し、再就職時の職業能力に基づい
た評価にも資するよう、業界共通の職業能
力評価の物差しとなる技能検定をはじめ、
企業・労働者双方に活用される職業能力評
価制度の整備を推進する。 

技能検定合格者数 
359,641人（2022年度） 
363,733人（2019年度） 

※ 男女別の集計は行っていない。 
 
予算額 

1,923,602千円 (2022年度)  
3,378,729千円 （2019年度） 

新型コロナウイルス感染症の影響で
実習生の入国者数が減少していたこと
から、2022年度においても、受検者数が
伸び悩んだ。 
また、若年者に対する技能検定受検手

数料の減免措置の対象者を｢35 歳未満｣
から｢25 歳未満の在職者｣に変更したこ
とから、2022年度は特に３級の受検者数
が減少した。限られた予算の中ではある
が、受検者増となるよう工夫した制度の
検討をしていく。 

技能検定試験に係る試験問題の作成
等について、中央職業能力開発協会を
支援し、技能検定試験の実施等につい
て、都道府県等を支援する。若年者が技
能検定を受検しやすい環境を整備し、
「ものづくり分野」を支える必要な人
材の確保・育成を支援するために受検
料の減免措置を行う。 
技能検定試験の実施主体である都道

府県等を支援すること、また、技能検定
をより社会的ニーズに対応したものと
なるよう技能検定職種や試験問題等の
見直し等を行うことで、技能検定の受
検を促進する。 
若年減免措置について、若年受検者

の大幅減少を踏まえ、制度の見直しを
検討する。 
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ジョブ・カードを活用したキャリア形成支
援を行う。 

ジョブ・カードの活用促進のため、
積極的な周知を実施しており、また、
職業訓練受講者を対象にジョブ・カー
ドを活用したキャリアコンサルティ
ングや職業訓練成果の評価を実施。 
加えて、2022 年度よりジョブ・カ

ードをオンライン上で登録できる「マ
イジョブ・カード」の稼働を開始。 
・ジョブ・カード取得者数 
 332万人（2022年度末） 
 251万人（2019年度末） 
 
・ジョブ・カードを活用したキャリア
形成支援の予算額 
 2,127,358千円の内数（2022年度） 

 1,667,523 千円の内数（2019 年
度） 

ジョブ・カードを活用したキャリア形
成支援を行うにあたり、ジョブ・カード
そのものの周知・広報が必要であるとこ
ろ、対象が作成者となる個人など多岐に
わたることから、それぞれの属性、ニー
ズ等に応じてアピールする内容を検討
していく。 

マイジョブ・カードの活用促進を継
続して行うとともに、相談支援体制の
充実を図り、労働者の主体的なキャリ
ア形成をバックアップしていく。 

建設産業、海運業、自動車運送事業等
（トラック運転者、バス運転者、タクシ
ー運転者、自動車整備士）女性の参画が
十分でない業種・職種において、ICTの
活用による生産性の向上、多様な人材が
働きやすい環境の整備、人材確保に向け
た情報発信・普及啓発等を図ることも含
め、女性の就業及び定着を促進する。 

❶建設産業、海運業、自動車運送事
業等を含む、中小企業を中心とした
事業主を対象として、女性の活躍推
進に関する自社の課題を踏まえた取
組内容のあり方、定められた目標の
達成に向けた手順等について、説明
会や個別企業の雇用管理状況に応じ
た、オンラインや個別訪問によるコ
ンサルティング等を実施している。 

 
（予算額） 
R2 年度：464,363千円の内数 
R3 年度：546,469千円の内数 
R4 年度：302,890千円の内数 
R5 年度：403,035千円の内数 
 
コンサルティングの実施回数 
R3 年度：1347件 
R4 年度：778件 
 

❶企業の実態を捉えた行動計画の策定
と行動計画に基づいた効果的な取組の
推進のため、個別コンサルティング等
の実施を通して、事業主をきめ細かに
支援していく必要がある。 
 
❷建設事業主等に対する助成金につい
ては、一部の助成制度において、さら
なる周知が課題となっている。 

❶個別企業の雇用管理状況に応じたコ
ンサルティングによる課題解決支援
等、事業主に対するきめ細かな支援を
行う。 
 
 
❷建設事業主等に対する助成金につい
ては、より効果的に活用されるよう制
度内容の見直しなどを検討する。ま
た、必要に応じてリーフレットを作成
し、ハローワークでの配架を行うなど
周知を強化する。 
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説明会の実施回数 
R2 年度：22回 
R3 年度：－ 
R4 年度：87件（オンライン開催） 
 
 
❷建設業においては、雇用管理改善
や職業能力開発、雇用の安定に取り
組む建設事業主等を助成金によって
支援しており、令和４年度は 57.6億
円の支給がなされた。 
 

職業訓練や職業紹介等を実施し、子育
て・介護等との両立や仕事から一定期間
離れた者に配慮した多様な再就職等の支
援を推進する。 

❶多様な求職者のニーズに応じた職
業訓練及びきめ細かな再就職支援を
行うことにより、着実に当該指標は
向上しており、取組の成果がみられ
る。 
子育て中の女性等に対して再就職支
援を行うマザーズハローワーク等を
拡充する（令和５年度 206か所）と
ともに、多様なニーズに応じたきめ
細かな再就職支援を推進した。 
 
 
❷公的職業訓練において、育児によ
り決まった日時に訓練を受講するこ
とが困難な者等を対象とした eラー
ニングコースについては、令和４
（2022）年度実績（速報値）では
192 コース設定している。さらに、
子育て中の女性が受講しやすい託児
サービス付きの訓練コースについて

❶❷子育て・介護等との両立が必要な
者が職業訓練を受けやすくなるような
訓練コースの設定や子育て・介護等と
の両立可能な求人の確保、また、仕事
から一定期間離れた者に対する職業訓
練やきめ細かな就職支援等を推進する
こと。 
マザーズハローワーク等を各地域にき
め細かく配置できるよう体制整備を図
る。 

❶❷引き続き、多様な求職者のニーズ
に応じた職業訓練及びきめ細かな再就
職支援を実施する。  
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は、令和４（2022）年度実績（速報
値）では 419人が託児サービスを利
用した。 

再就職希望者を含む社会人等の就労、ス
キルアップ、キャリア転換に必要な実践
的な知識・技術・技能を身に付けるため
のリカレント教育を推進し、学び直し等
の充実を図る。 

リカレント教育の推進のため、関係
省庁とも連携しつつ、①公的職業訓
練において民間の教育訓練機関等に
よる離職者向けの職業訓練の提供
（2022年度予算額 1,140億円（※公
的職業訓練全体）、離職者向けの職業
訓練の受講者数 142,063人（2022年
度速報値））、②教育訓練給付によ
る、労働者が主体的に学び・学び直
しに取り組み、厚生労働大臣が指定
する教育訓練を修了した場合の受講
費用の一部の給付（2022年度予算額
237.1億円、受給者数 117,188人
（2022年度））、③人材開発支援助成
金による、企業が雇用する労働者に
対して訓練等を実施した場合の訓練
経費等の助成（2022年度予算額 681
億円、支給件数 26,943件（2022年
度））等の施策に取り組んだ。 

女性就業率に係る目標達成に向けて
は、リカレント教育が十分に浸透する
ことが重要となるが、我が国の労働者
の自己啓発実施割合は 34.7％（2022年
度・能力開発基本調査）にとどまって
いる状況にある。 
こうした中で、引き続き目標達成に

資するべく、リカレント教育を推進す
るため、関係省庁とも連携し、各種施
策の利用促進や機運醸成を図る必要が
ある。 
 

引き続き、関係省庁とも連携し、各
種施策の利用促進を図る。 
 また、職場における学び・学び直し
の促進に向けて、周知啓発等に取り組
み、リカレント教育の推進に資する機
運の醸成を図っていく。 
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（経済産業省） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 
項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

25歳から 44歳までの女性の就業率 
77.7％  

（2019年） 
79.8％  

（2022年） 
82％  

（2025年） 
 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

再就職希望者を含む社会人等の就労、ス
キルアップ、キャリア転換に必要な実践
的な知識・技術・技能を身に付けるため
のリカレント教育を推進し、学び直し等
の充実を図る。 

令和４年度第二次補正予算におい
て、リスキリングを通じたキャリア
アップ支援事業を措置し、女性を含
めた在職者に対して、キャリア相
談、リスキリング、転職までを一体
的に支援し、キャリアアップの後押
しを行っている。 

なし 

引き続き、リスキリングを通じたキャ
リアアップ支援事業を通じて、女性を
含めた在職者に対して、キャリアアッ
プの後押しを行っていく。 
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（国土交通省） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 
項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

25歳から 44歳までの女性の就業率 
77.7％  

（2019年） 
79.8％  

（2022年） 
82％  

（2025年） 
 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

建設産業、海運業、自動車運送事業等
（トラック運転者、バス運転者、タクシ
ー運転者、自動車整備士）女性の参画が
十分でない業種・職種において、ICTの
活用による生産性の向上、多様な人材が
働きやすい環境の整備、人材確保に向け
た情報発信・普及啓発等を図ることも含
め、女性の就業及び定着を促進する。 

令和 2年 1月に策定された「女性
の定着促進に向けた建設産業行動計
画」に基づき、キャリアパス・ロー
ルモデル集の作成、セミナーの開催
等の取組を実施。 
※予算額：令和 3年度 17百万円、令
和 4年度 25百万円 

更なる女性の就業及び定着の促進に
向け、官民で取組を一層推進する必要
がある。 

令和 6年度中に次期行動計画を策定
し、官民で取組を一層推進する。 

建設現場の生産性向上の取組であ
る i-Constructionの一つとして進め
るＩＣＴ土工について、その実施率
（直轄）は年々増加しており、2016 
年度の 36 ％から、 2022 年度は
87 ％まで増加していることを確認。 

引き続き、建設現場の生産性向上の
取組である i-Constructionの取組・イ
ンフラ DXなどを通して、業務変革、風
土・働き方の変革を進めていくことが
必要である。 

i-Constructionの取組を中核に、デ
ジタル技術を活用したインフラＤＸの
取組を通じて、業務変革、風土・働き
方の変革を推進していく。 

（トラック運転者） 
・中小トラック運送事業者を対象と
して、テールゲートリフター等の荷
役作業の効率化や荷待ち時間の削減
等に資する機器の導入の支援を実施 
※予算額：令和 4年度 200百万円の
内数、令和 3年度 140百万円の内数 
・また、女性ドライバーの更なる活
躍に向け、有益な情報等を発信する
トラガールサイトの運営を実施。 
 
（バス運転者） 
・「働きやすい職場認証制度」によ
り、職場環境改善に向けたバス事業
者の取組を「見える化」。求職者のイ

（トラック運転者） 
他産業と比較して長時間労働・低賃金
の傾向にあることに加え、非効率な荷
積み・荷卸しの負担が物流事業者にと
って非常に負担となっていることが課
題である。 
 
（バス運転者） 
更なる女性の就業及び定着の促進に向
け、官民で取組を一層推進する必要が
ある。 
 
（タクシー運転者） 
更なる女性の就業及び定着の促進に向
け、官民で取組を一層推進する必要が

（トラック運転者） 
今後も引続き、長時間労働の是正等

に向けて、労働環境改善や労働生産向
上を図るために、荷役作業の効率化や
荷待ち時間の削減などに資する機器な
どの導入に対する中小事業者への支援
を行っていく。 
また、女性ドライバー増加、女性ド

ライバーの更なる活躍に向け、周知活
動においても引続き実施していく。 
 
（バス運転者） 
引き続き、取組内容の周知や女性でも
働きやすい職場環境の整備等を通じ
て、更なる女性の就業及び定着を促進
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メージ刷新を図り、運転者への就職
を促進することで、事業者の人材確
保の取組を後押しした。 
・令和４年度補正予算において新た
に、バス事業者が行う CM などの広
報費用や人材確保セミナーへの出展
費用、二種免許取得に要する費用な
ど事業者による人材確保・育成の取
組を支援する制度を設けた。 
 
（タクシー運転者） 
・「働きやすい職場認証制度」によ
り、職場環境改善に向けたタクシー
事業者の取組を「見える化」。求職者
のイメージ刷新を図り、運転者への
就職を促進することで、事業者の人
材確保の取組を後押しした。 
・女性ドライバーの新規就労・定着
に取り組む事業者を「女性ドライバ
ー応援企業」として認定し PRした。 
・令和４年度補正予算において新た
に、タクシー事業者が行う CM など
の広報費用や人材確保セミナーへの
出展費用、二種免許取得に要する費
用など事業者による人材確保・育成
の取組を支援する制度を設けた。 
 
（自動車整備士） 
女性を対象にしたポスターの作成や
高等学校への訪問活動を実施すると
ともに、令和 5年 3月には、女性を
含む整備人材の確保対策を策定し
た。 
※予算額：令和 3年度：4百万円の
内数、令和 4年度：4百万円の内数 

ある。 
 
（自動車整備士） 
更なる女性の就業及び定着の促進に向
け、取組を継続する必要がある。 

していく。 
 
（タクシー運転者） 
引き続き、取組内容の周知や女性でも
働きやすい職場環境の整備等を通じ
て、更なる女性の就業及び定着を促進
していく。 
 
（自動車整備士） 
引き続き、整備人材の確保対策を踏ま
えた対策を推進する。 
 

船員の確保・育成 
【取組の進捗（活動実績等）】 
・新人船員の確保・育成に係る経費
を補助する｢船員計画雇用促進事業

船員の確保・育成 
船員は長期間の連続乗船や重い資機材
の使用など身体的負担が大きい業務が
多いというイメージが一般的ですが、

船員の確保・育成 
引き続き、海運業で働く女性の活躍等
の情報発信等に取り組む。 
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（R5予算：91百万円の内数）｣にお
いて、女性船員を育成した場合は助
成額の割増を実施。 
・船員という職業を魅力ある職業へ
変えていくため、所要の法改正を行
い｢船員の働き方改革｣を推進。 
・海事産業（海運業含む）で働く女
性の活躍や企業の先進的な取組事例
の情報発信として、2018年より「海
事産業における女性活躍推進の取組
事例集」を発行するなどのＰＲ活動
を実施。 
 
【取組の評価】 
これまでの取組により、海運業にお
ける女性船員数は増加傾向。 
 
造船業における人材の確保・育成 
【取組の目標】 
・地方協議会等を年６回以上行い、
女性の就業を含む人材受入のための
環境整備を図る。 
 
【取組の評価】 
地方協議会の回数実績 
令和３年度：７回 
令和４年度：９回 
上述のとおり、取組の目標を上回る
地方協議会等を開催しており、女性
の就業を含む人材受入のための環境
整備を図られたと評価している。 

その中でも活躍している女性が多数い
ること。また、女性を受け入れるため
に創意工夫しながら取り組んでいる事
業者がいることが、広く認知されてい
ないことが課題。 
 
造船業における人材の確保・育成 
後期においても PDCAサイクルをしっか
りと回すことができるよう施策を継続
する。 

造船業における人材の確保・育成 
後期においても地方協議会等を開催す
ることにより、女性の就業を含む人材
受入のための環境整備を図る。 
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観光分野における女性活躍推進に向け
て、業界及び地域において、女性活躍推
進の重要性についての理解促進や就業先
としての認知度向上のための普及・啓発
活動を行う。また、観光産業における人
材の確保と定着に向けて、特に人手不足
が深刻な地域に対するモデル事業を実施
し、地域の観光産業の経営力強化・生産
性向上を目指す。 

女性を含む、多様な人材が働きやす
い環境づくり等に関する取組を行う
べく、全国各地でモデル事業（令和
3年度 4地域、令和 4年度 4地域）
を実施し、観光人材の確保・育成強
化に向けた取組を支援した。また、
採択地域の取組から得られた知見を
全国に展開することを目的に、成果
報告会を実施した。 
（R3予算 119百万円内数、R4予算
115 百万円内数） 

観光産業における人材の確保と定着、
経営力強化・生産性向上を図るために
は、経営戦略や組織マネジメント等の
知識・技能を備えた、観光地・観光産
業を牽引する人材の育成が必要。 

左記の人材育成のための指針として、
令和 5年 3月に「ポストコロナ時代に
おける観光人材育成ガイドライン」を
策定し、ガイドラインに準拠した教育
プログラムの開発・普及に取り組む。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

41 

（内閣官房） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 

項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

民間企業の雇用者の各役職段階に占める女性の割合 

 

係長相当職 
18.9％ 

（2019年） 
24.1％ 

（2022年） 
30％ 

（2025年） 

課長相当職 
11.4％ 

（2019年） 
13.9％ 

（2022年） 
18％ 

（2025年） 

部長相当職 
6.9％ 

（2019年） 
8.2％ 

（2022年） 
12％ 

（2025年） 
 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

女性の活躍状況の把握・分析、その結果
を踏まえた目標設定、目標達成に向けた
取組を内容とする事業主行動計画の策
定、女性の活躍状況に関する情報公表
等、女性活躍推進に向けて企業等が行う
積極的改善措置（ポジティブ・アクショ
ン）等の取組を促進する。また、改正さ
れた女性活躍推進法に基づき、新たに義
務付けられる取組内容について、あらゆ
る機会を通じて事業主に対し周知し、円
滑な施行及び実効性の確保を図るととも
に、企業向けの相談会・説明会の実施や
個別企業訪問により女性活躍の取組を行
う中小企業を支援する。 

女性版骨太の方針 2022（令和 4年６
月３日 すべての女性が輝く社会づ
くり本部・男女共同参画推進本部決
定）において、民間企業と同様に、
国及び地方公共団体の機関において
も、男女間の給与の差異を公表する
方針が打ち出されたことを踏まえ、
女性の職業生活における活躍の推進
に関する法律(平成 27年法律第 64
号、以下、女性活躍推進法)を所管す
る内閣府男女共同参画局が主体とな
り、女性の職業生活における活躍の
推進に関する法律に基づく特定事業
主行動計画の策定等に係る内閣府令
（平成 27年内閣府令第 61号）及び
事業主行動計画策定指針（平成 27年
内閣官房、 内閣府、総務省、厚生労
働省告示第１号）を令和４年 12月に
改正。同日付けで、主管である内閣
府との連名で通知を発出し、女性の
職業選択に資する情報公表の必須項
目として職員の男女間の給与の差異

引き続き、主管である内閣府と連携し
ながら、各府省等に適切な公表を促し
ていく必要がある。 

引き続き、主管である内閣府と連携し
ながら、各府省等に適切な公表を促し
ていく。 
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の算出及び公表について周知した。 
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    （内閣府） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 

項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

民間企業の雇用者の各役職段階に占める女性の割合 

 

係長相当職 
18.9％ 

（2019年） 
24.1％ 

（2022年） 
30％ 

（2025年） 

課長相当職 
11.4％ 

（2019年） 
13.9％ 

（2022年） 
18％ 

（2025年） 

部長相当職 
6.9％ 

（2019年） 
8.2％ 

（2022年） 
12％ 

（2025年） 
 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

固定的な性別役割分担意識が払拭され、
女性が活躍しやすい環境となるよう、改
正された女性活躍推進法の施行後５年の
見直しを積極的に検討する。 

・特定事業主が公表している情報に
ついては、毎年内閣府がフォロー
アップを行い、「女性活躍推進法
『見える化』サイト（以下このシ
ートにおいて「見える化サイト」
という。）」において公表してい
る。 

 
〇予算額（令和４年度） 
4,541千円 

 
〇掲載団体数（令和５年９月 21日
時点） 
2,910団体 

 
・令和４年 12月に女性活躍推進法に
基づく特定事業主行動計画の策定
等に係る内閣府令を改正し、女性
の職業選択に資するため、特定事
業主が必ず公表しなればならない
項目として「職員の給与の男女の
差異」を追加し（2023年４月１日

・特定事業主における「職員の給与の
男女の差異」について、各特定事業
主における公表が進んでおり、こう
した取組の後押しとなるよう、より
実態の把握に資する工夫を行いなが
ら、内閣府による一覧性・検索性を
確保したサイトの整備を通じて、更
なる「見える化」を図る必要があ
る。 

・見える化サイトにおいて、令和５年
度中に特定事業主が公表した「職員
の給与の男女の差異」について新た
に掲載し、一覧性・検索性を確保し
たサイトの整備を通じて、更なる
「見える化」を図る。 

 
・令和元年６月に改正された女性活躍
推進法の５年後見直しに向けて、特
定事業主の経年での公表状況及び目
標達成状況等について調査・分析を
行う。 
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施行）、令和４年度における「職員
の給与の男女の差異」の実績につ
いて、概ね令和５年６月末までに
各特定事業主のホームページ等に
おいて適切に公表を行うこととし
た。 

 

女性の活躍状況の把握・分析、その結果
を踏まえた目標設定、目標達成に向けた
取組を内容とする事業主行動計画の策
定、女性の活躍状況に関する情報公表
等、女性活躍推進に向けて企業等が行う
積極的改善措置（ポジティブ・アクショ
ン）等の取組を促進する。また、改正さ
れた女性活躍推進法に基づき、新たに義
務付けられる取組内容について、あらゆ
る機会を通じて事業主に対し周知し、円
滑な施行及び実効性の確保を図るととも
に、企業向けの相談会・説明会の実施や
個別企業訪問により女性活躍の取組を行
う中小企業を支援する。 

・令和３年に、男女共同参画局か
ら、地方公共団体等の特定事業主
に対して、女性活躍推進法に基づ
く、事業主行動計画の策定及び情
報公表について、取組の着実な実
施により、女性職員の活躍を推進
すること等を要請した。 

 
・特定事業主が公表している情報に
ついては、毎年内閣府がフォロー
アップを行い、「女性活躍推進法
『見える化』サイト（以下このシ
ートにおいて「見える化サイト」
という。）」において公表してい
る。 

 
〇予算額（令和４年度） 
4,541千円 

 
〇掲載団体数（令和５年９月 21日
時点） 
2,910団体 

 
・令和４年 12月に女性活躍推進法に
基づく特定事業主行動計画の策定
等に係る内閣府令を改正し、女性
の職業選択に資するため、特定事
業主が必ず公表しなればならない

・特定事業主における「職員の給与の
男女の差異」について、各特定事業
主における公表が進んでおり、こう
した取組の後押しとなるよう、より
実態の把握に資する工夫を行いなが
ら、内閣府による一覧性・検索性を
確保したサイトの整備を通じて、更
なる「見える化」を図る必要があ
る。 

・見える化サイトにおいて、令和５年
度中に特定事業主が公表した「職員
の給与の男女の差異」について新た
に掲載し、一覧性・検索性を確保し
たサイトの整備を通じて、更なる
「見える化」を図る。 

 
・令和元年６月に改正された女性活躍
推進法の５年後見直しに向けて、特
定事業主の経年での公表状況及び目
標達成状況等について調査・分析を
行う。 
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項目として「職員の給与の男女の
差異」を追加し（2023年４月１日
施行）、令和４年度における「職員
の給与の男女の差異」の実績につ
いて、概ね令和５年６月末までに
各特定事業主のホームページ等に
おいて適切に公表を行うこととし
た。 

公共調達において、女性活躍推進法に基
づく認定等を取得したワーク・ライフ・
バランス等推進企業を加点評価すること
により、これらの企業の受注機会の増大
を図る。 

【取組の進捗】 
・「女性の活躍推進に向けた公共調達
及び補助金の活用に関する取組指
針」（平成 28年３月 22日 すべての
女性が輝く社会づくり本部決定）第
４の１．及び「女性の活躍推進に向
けた公共調達及び補助金の活用に関
する実施要領（平成 28年３月 22日 
内閣府特命担当大臣（男女共同参
画）決定）（以下「実施要領」とい
う。）」第３の１．に基づき、毎年
度、内閣府において、国及び独立行
政法人等による取組実績を調査し、
その結果を公表している。 
・「女性活躍・男女共同参画の重点方
針 2021」（令和３年６月 16日すべて
の女性が輝く社会づくり本部・男女
共同参画推進本部）に基づき、令和
４年３月には、認定を受けたワー
ク・ライフ・バランス等推進企業
（以下、WLB推進企業という。）の受
注機会の増大に向けて実施要領を改
正し、加点評価の実施状況、WLB推
進企業の入札参加及び受注の状況
等、調査項目を拡充し、更なる「見
える化」を実施したほか、「プラチナ
くるみん」認定等についての制度変
更を踏まえ、企業の認定取得のイン

・公共工事等における加点の取組の実
施割合が特に低い府省等に対して、一
層の取組を促すことが必要である。 

・公共工事等における各府省等の加点
の取組を促すため、取組が進まない背
景等を調査した上で、個別に取組促進
を求める働きかけ等を行い、実施割合
の底上げを図る。 
・地方公共団体に対しても国に準じた
取組が進むよう引き続き働きかけを継
続していく。 
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センティブをより高める観点から加
点評価の配点の引上げ等を行った。 
・取組実施が努力義務とされている
地方公共団体においても取組が進む
よう、研修等において働きかけを行
っている。 
【評価】 
・国の機関における物品役務等に関
する調達については、金額ベース
での実施割合が約 98％となってい
る。一方、公共工事等では、多く
の府省等で改善がみられるもの
の、全体としては 20％にとどまっ
ている。 

有価証券報告書に掲載された女性役員に
係る情報の集計及び開示の取組や女性役
員の登用が進んでいない要因の調査等を
通じ、女性の活躍に積極的に取り組む企
業が評価されることや、企業における女
性役員登用・育成の課題の克服につなが
るよう努める。 

【取組の進捗】 
・令和３年度は、上場企業において
女性役員の登用が進んでいない原因
を調査するとともに、企業における
女性社員の育成や役員登用等に関す
る取組事例を収集し、ホームページ
で公表した。 
（執行額：199千円） 
 
 
・令和４年度は、女性活躍の要素を
考慮したジェンダー投資の状況等に
ついて調査し、ホームページでの公
表等、広く発信した。 
（執行額：4,730千円） 
 
 
・令和４年 12月から令和５年５月に
かけて「女性活躍と経済成長の好循
環実現に向けた検討会」を計６回開

・企業における女性の参画拡大は多様
性の向上を通じてイノベーションを喚
起するとともに事業変革の促し、企業
価値を高めることに繋がるという意識
を社会全体に浸透させることが重要で
ある。 
 
 
・企業において、管理職、更には将来
の役員候補を供給するパイプライン構
築に向けた取組が強力に推進されるよ
う引き続き支援を行うことが必要であ
る。 
 

・令和５年度に女性の登用拡大と企業
における経済的メリット等に関する調
査研究を行い、その成果を広く発信す
る。 
 
 
・「輝く女性の活躍を加速する男性リ
ーダーの会」等の場を活用し、企業に
よる多様な人材が登用される環境づく
りを推進する。 
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催し、当該検討会で取りまとめた提
言の内容を「女性活躍・男女共同参
画の重点方針 2023（女性版骨太の方
針 2023）」（令和５年６月 13日すべ
ての女性が輝く社会づくり本部・男
女共同参画推進本部決定）」に盛り込
んだ。 
特に、企業における女性登用の加

速化に向けて、プライム市場上場企
業を対象に、令和５年中に、取引所
の規則に以下の内容の規定を設ける
ための取組を進めることとし、この
決定内容を踏まえ、東京証券取引所
において、所要の上場制度が整備さ
れた。（※） 
・2025年を目途に、女性役員を１名
以上選任するよう努める。 
・2030年までに、女性役員の比率を 
30％以上とすることを目指す。 
・上記の目標を達成するための行動
計画の策定を推奨する。 
 （※）企業行動規範の「望まれる
事項」に規定され、10月 10日施
行。 
 
【評価】 
・民間企業の雇用者の各役職段階に
占める女性比率は増加しており、取
組については一定の評価はできるも
のの、特に上位の役職における比率
が低いことから、一層の取組が必要
である。 

ライフプランに応じた上位職へのキャリ
アパスの明確化、メンタリングやスポン
サリングを含むキャリア形成支援プログ
ラムの開発・実施、女性管理職のネット
ワークの構築等の取組を通じ、企業によ
る女性の役員・管理職の育成に向けた取
組を支援する。 

【取組の進捗・評価】 
・平成 28年度に策定した「女性役員
候補者の効果的な育成のためのモデ
ルプログラム」に基づき、「女性役員
育成研修」を平成 29年度から各地域
で行っており、令和２年度について
は、過去３年間の結果を踏まえ、モ

 
・女性リーダーの育成を全国各地へと
展開していくことや企業によって異な
る女性リーダー育成の実情に応じた支
援が必要である。 
 
 

 
・「地域女性活躍推進交付金」を活用
して、都道府県や市町村が地域の経済
団体などと連携して実施する女性リー
ダー育成の取組を支援する。 
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デルプログラムの効果・課題につい
て、さらに詳細な検証を実施するこ
とを目的に愛媛で実施した。 
・併せて、モデルプログラム及びこ
れまでの研修で得られた知見等をと
りまとめ、各組織の研修担当者に企
画・実施等の参考となる、「地域で伸
ばす！女性リーダー育成ハンドブッ
ク 行政・経済団体・大学・企業が連
携してつくる『学びとネットワーク
の場』」を作成し、ホームページで公
表した。 
（執行額：1,200 千円） 
 
・毎年、経団連と共催するダイバー
シティ・マネジメントセミナーを通
して、経営層及び管理職者層に向け
て女性をはじめとする多様な人材の
活躍を推進するため、意識改革を促
している。 
特に令和３年度には、将来の管理職
や役員の候補となり得る 20～30代を
対象に初期キャリア形成についてセ
ミナーを実施し、女性管理職の育成
を支援。 
 
令和３年度実績 
予算額：1,170千円 
参加者数：約 1,000名 

令和４年度実績 
 予算額：1,050千円 
 参加者数：約 1,200名 
※両年度ともオンライン開催。 
参加者数は申込者数を基に記載。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・関係団体と意見交換を行うなどによ
り、目標達成に向けた課題認識の共有
化を更に図っていく必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・目標達成に向けた課題認識を踏まえ
て、引き続き関係団体と連携を深め、
セミナーを実施する。 
経営層及び管理職者層の更なる意識改
革を促すために、民間企業へのアプロ
ーチとして有効なセミナーの構成内容
を検討する。 
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 （金融庁） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 

項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

民間企業の雇用者の各役職段階に占める女性の割合 

 

係長相当職 
18.9％ 

（2019年） 
24.1％ 

（2022年） 
30％ 

（2025年） 

課長相当職 
11.4％ 

（2019年） 
13.9％ 

（2022年） 
18％ 

（2025年） 

部長相当職 
6.9％ 

（2019年） 
8.2％ 

（2022年） 
12％ 

（2025年） 
 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

企業における女性の活躍に関し、投資判断
に有効な企業情報の開示を促進するため、
有価証券報告書等において企業の判断で
行う情報開示の好事例を収集し、周知す
る。また、企業のガバナンスにおけるジェ
ンダー平等の確保の重要性に鑑み、有価証
券報告書等における開示の在り方を含め、
コーポレートガバナンスの改善に向けて
ジェンダーの視点も踏まえた検討を行う。 

金融審議会ディスクロージャーワ
ーキング・グループ報告（2022 年６
月公表）を踏まえて内閣府令の改正を
行い（2023年１月公布）、女性活躍推
進法又は育児・介護休業法に基づいて
女性管理職比率、男性の育児休業等取
得率及び男女間賃金格差の公表を行
う企業は、有価証券報告書においても
開示が求められることとした（2023
年３月期有価証券報告書から適用）。 
また、2020 年度～2022年度にかけ

て提出された有価証券報告書につい
て、それぞれの年度において「記述情
報の開示の好事例集」を公表し、その
中で女性活躍関連の開示内容に関し
て、好事例と考えられる企業を採り上
げた。あわせて、企業等に対して「記
述情報の開示の好事例集」を用いたセ
ミナー等を実施した。 

 人的資本・多様性に関する開示に関し
て、投資家を含む社会の関心が高まって
いることを踏まえ、企業における女性活
躍関連の記載を含むサステナビリティ
開示の内容について、継続的な充実を図
る必要がある。 

 引き続き、女性活躍関連の開示内容
にかかる事例も含めた、サステナビリ
ティ開示の好事例の取りまとめを行
い、公表する。あわせて、企業等に対し
て「記述情報の開示の好事例集」を用い
たセミナー等を実施する。 
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（総務省） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 

項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

民間企業の雇用者の各役職段階に占める女性の割合 

 

係長相当職 
18.9％ 

（2019年） 
24.1％ 

（2022年） 
30％ 

（2025年） 

課長相当職 
11.4％ 

（2019年） 
13.9％ 

（2022年） 
18％ 

（2025年） 

部長相当職 
6.9％ 

（2019年） 
8.2％ 

（2022年） 
12％ 

（2025年） 
 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

女性の活躍状況の把握・分析、その結果を
踏まえた目標設定、目標達成に向けた取組
を内容とする事業主行動計画の策定、女性
の活躍状況に関する情報公表等、女性活躍
推進に向けて企業等が行う積極的改善措
置（ポジティブ・アクション）等の取組を
促進する。また、改正された女性活躍推進
法に基づき、新たに義務付けられる取組内
容について、あらゆる機会を通じて事業主
に対し周知し、円滑な施行及び実効性の確
保を図るとともに、企業向けの相談会・説
明会の実施や個別企業訪問により女性活
躍の取組を行う中小企業を支援する。 

女性版骨太の方針 2022（令和 4 年６
月３日 すべての女性が輝く社会づ
くり本部・男女共同参画推進本部決
定）において、民間企業と同様に、国
及び地方公共団体の機関においても、
男女間の給与の差異を公表する方針
が打ち出されたことを踏まえ、女性の
職業生活における活躍の推進に関す
る法律(平成 27 年法律第 64 号)を所
管する内閣府男女共同参画局が主体
となり、女性の職業生活における活躍
の推進に関する法律に基づく特定事
業主行動計画の策定等に係る内閣府
令（平成 27年内閣府令第 61号）及び
事業主行動計画策定指針（平成 27年
内閣官房、内閣府、総務省、厚生労働
省告示第１号）を令和４年 12月に改
正。同日付けで、主管である内閣府と
の連名で通知を発出し、女性の職業選
択に資する情報公表の必須項目とし
て職員の男女間の給与の差異の算出
及び公表について周知した。 

引き続き、主管である内閣府と連携しな
がら、各地方公共団体に適切な公表を促
していく必要がある。 

引き続き、主管である内閣府と連携し
ながら、各地方公共団体に適切な公表
を促していく。 
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 （文部科学省） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 

項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

民間企業の雇用者の各役職段階に占める女性の割合 

 

係長相当職 
18.9％ 

（2019年） 
24.1％ 

（2022年） 
30％ 

（2025年） 

課長相当職 
11.4％ 

（2019年） 
13.9％ 

（2022年） 
18％ 

（2025年） 

部長相当職 
6.9％ 

（2019年） 
8.2％ 

（2022年） 
12％ 

（2025年） 
 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

学校等における女子学生等を対象とした
次代を担う人材育成プログラムの開発・
実施を促進する。 

多様な年代の女性の社会参画を支援
するため、大学等における、女性の
チャレンジを総合的に支援するモデ
ルの開発や、普及啓発を行ってい
る。 

多様な年代の女性の社会参画を支援す
るため、大学等における、女性のチャ
レンジを総合的に支援するモデルの開
発や、普及啓発を、引き続き推進する
必要がある。 

令和６年度は、女性教育関係団体、大
学及び研究者、企業等が連携し、女性
が指導的立場に就くに際して必要とな
る体系的な学習の提供等、女性の多様
なチャレンジを総合的に支援するモデ
ルを構築し、引き続き多様な年代の女
性の社会参画を支援するための取組を
推進する。 
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（厚生労働省） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 

項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

民間企業の雇用者の各役職段階に占める女性の割合 

 

係長相当職 
18.9％ 

（2019年） 
24.1％ 

（2022年） 
30％ 

（2025年） 

課長相当職 
11.4％ 

（2019年） 
13.9％ 

（2022年） 
18％ 

（2025年） 

部長相当職 
6.9％ 

（2019年） 
8.2％ 

（2022年） 
12％ 

（2025年） 
 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

固定的な性別役割分担意識が払拭され、女
性が活躍しやすい環境となるよう、改正さ
れた女性活躍推進法の施行後５年の見直
しを積極的に検討する。 

・女性活躍推進法に基づき各企業が
策定した一般事業主行動計画や女性
活躍等の状況を公表する場として、
「女性の活躍推進企業データベース」
の運営をしている。 
 
予算額 
R2 年度：169,011千円の内数 
R3 年度：159,317千円の内数 
R4 年度：134,439千円の内数 
R5 年度：177,747千円の内数 
 
掲載企業数 
R2 年度：13,819件 
R3 年度：20,502件 
R4 年度：24,887件 
 
・女性活躍推進法の改正により、令和
４年４月から労働者数 101人以上 300
人以下企業にも一般事業主行動計画
の策定等を義務付け、また令和４年７
月から省令改正により、301人以上企

 一般事業主行動計画の策定義務等の
対象拡大や大企業に対する男女の賃金
の差異の情報公表義務化により新たに
取組が義務付けられた企業等について、
女性の活躍推進企業データベースの活
用を促していく必要がある。また、学生
等求職者への女性の活躍推進データベ
ースの更なる認知度の向上や利用の促
進を行う必要がある。 

・企業に対して女性の活躍推進企業デ
ータベースの活用をするよう働きかけ
等を行うとともに、学生等求職者が男
女の賃金の差異等に着目して企業選択
を行うよう説明会等を行い、周知・啓発
を進める。また、女性の活躍推進企業デ
ータベースの検索機能の充実及び使い
やすさを追求した改修を実施する。 
 
・令和元年６月に改正された女性活躍
推進法の５年後見直しに向けて検討を
行う。 
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業に男女の賃金の差異の公表を義務
付けた。 

女性の活躍状況の把握・分析、その結果を
踏まえた目標設定、目標達成に向けた取組
を内容とする事業主行動計画の策定、女性
の活躍状況に関する情報公表等、女性活躍
推進に向けて企業等が行う積極的改善措
置（ポジティブ・アクション）等の取組を
促進する。また、改正された女性活躍推進
法に基づき、新たに義務付けられる取組内
容について、あらゆる機会を通じて事業主
に対し周知し、円滑な施行及び実効性の確
保を図るとともに、企業向けの相談会・説
明会の実施や個別企業訪問により女性活
躍の取組を行う中小企業を支援する。 

中小企業を中心とした事業主を対
象として、女性の活躍推進に関する自
社の課題を踏まえた取組内容のあり
方、定められた目標の達成に向けた手
順等について、説明会や個別企業の雇
用管理状況に応じた、オンラインや個
別訪問によるコンサルティング等を
実施している。 

 
（予算額） 
R2 年度：464,363千円の内数 
R3 年度：546,469千円の内数 
R4 年度：302,890千円の内数 
R5 年度：403,035千円の内数 
 
コンサルティングの実施回数 
R3 年度：1347件 
R4 年度：778件 

 企業の実態を捉えた行動計画の策定
と行動計画に基づいた効果的な取組の
推進のため、個別コンサルティングの実
施を通して、事業主をきめ細かに支援し
ていく必要がある。 

男女の賃金の差異の情報公表義務化
を受けて、男女の賃金の差異に着目し
た課題解決支援等、事業主に対するき
め細かな支援を行う。 

女性活躍推進法に基づき、女性の活躍に関
する状況把握・課題分析を行った上で、課
題解決にふさわしい取組目標及び数値目
標を盛り込んだ一般事業主行動計画を策
定・公表して取組を行った結果、数値目標
を達成した中小事業主に対して助成金を
支給する。 

両立支援等助成金（女性活躍加速化
コース）は令和４年３月 31 日をもっ
て廃止（令和４年３月 31日までに行
動計画の策定・届出を行った中小事業
主は引き続き申請可能）。 
 
（予算額） 
R2 年度：199,825千円 
R3 年度：105,225千円 
R4 年度：39,720千円 
R5 年度：15,160千円 

- 

女性活躍推進法の改正に伴い、令和
４年４月から行動計画策定の義務の対
象が常時雇用する労働者数 101 人以上
の事業主に拡大されることとなったた
め、経過措置分のみを実施することと
している。 

公共調達において、女性活躍推進法に基づ
く認定等を取得したワーク・ライフ・バラ
ンス等推進企業を加点評価することによ
り、これらの企業の受注機会の増大を図
る。 

えるぼし認定企業数（総数） 
R2 年度：1301件 
R3 年度：1712件 
R4 年度：2176件 
 
プラチナえるぼし認定企業数 
R2 年度：13件 
R3 年度：25件 

- 
えるぼし認定の周知・取得推進に取

り組んでいく。 



 

54 

R4 年度：37件 

ライフプランに応じた上位職へのキャリアパ
スの明確化、メンタリングやスポンサリング
を含むキャリア形成支援プログラムの開発・
実施、女性管理職のネットワークの構築等
の取組を通じ、企業による女性の役員・管理
職の育成に向けた取組を支援する。 

個々の女性労働者の活躍推進を阻
む要因となっている無意識の偏見（ア
ンコンシャス・バイアス）を解消する
ための研修動画及び、メンター制・ロ
ールモデル等に関するマニュアル・好
事例集の作成を進めている。 
 
（予算額） 
R2 年度：－ 
R3 年度：－ 
R4 年度：－ 
R5 年度：16,050千円の内数 

企業におけるアンコンシャス・バイアス
についての指摘や、企業において女性活
躍が進まない要因として本人の意思や
ロールモデルの不足等が挙げられてい
るところであるため、国民や社会のニー
ズを反映した事業内容にする必要があ
る。 

個々の女性労働者の活躍推進を阻む要
因となっているアンコンシャス・バイ
アスを解消するため、女性労働者のほ
か、管理職、人事労務担当者、経営トッ
プ層等を対象としたセミナーの実施に
取り組むとともに、女性活躍を推進し
ている事業主等を対象に、メンター制
度やロールモデル等に係る調査を実施
し、その結果等を踏まえて資料を作成
する。 
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（内閣府） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 
項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

起業家に占める女性の割合 
27.7％ 

（2017年） 
27.7％ 

（2017年） 
30％以上 

（2025年） 
 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

女性の起業・創業の活性化や女性起業家の
成長・発展を促進するため、多様なロール
モデルの可視化や女性に寄り添った支援
事例等のノウハウについて、支援者や支援
機関、男女共同参画センター等に普及を図
る。 

〇取組 
・地方公共団体が多様な主体による
連携体制の構築の下で地域の実情に
応じて行う取組を地域女性活躍推進
交付金によって支援しているところ。 
起業家の育成を重点的に行うため、地
方公共団体の経済部局や商工会議所
等と連携・協働しつつ真に効果の高い
事業を可能とする「デジタル人材・起
業家育成支援型」を令和４年度第二次
補正予算及び令和５年度当初予算に
おいて新設、令和５年度から事業実施
している。 
【「デジタル人材・起業家育成支援型」
の予算及び実績（2023年 9月時点）】 
令和５年度予算額：168,000千円 
令和５年度交付決定：166,513千円 
          （48自治体） 
 
・平成 15年４月の男女共同参画会議
決定をうけ、平成 16 年度より「女性
のチャレンジ賞」として起業などにチ
ャレンジしている女性個人、女性団
体・グループを顕彰している。令和３
年度は３名、令和４年度は３名の起業
家、令和５年度は１名の起業家を表彰
している。 
令和３年度執行額：456千円 
令和４年度執行額：493千円 

・地域女性活躍推進交付金の「デジタル
人材・起業家育成支援型」は令和５年度
に事業実施が開始されたところであり、
今後は支援事例等のノウハウの蓄積が
必要。 
 

・地域女性活躍推進交付金を活用した
起業家育成支援の好取組を共有するこ
とで、地方公共団体による同交付金の
活用を促していく。 
 
 
・「女性活躍・男女共同参画の重点方針
2023」に盛り込まれた女性起業家の育
成・支援を促進するための具体的施策
を関係省庁と連携しながら着実に実行
していく。 
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令和５年度予算額：551千円 
 
・令和４年 12月から令和５年５月に
かけて６回にわたり開催された「女性
活躍と経済成長の好循環実現に向け
た検討会」において、女性起業家の育
成・支援についても検討した。 
上記検討会の提言を踏まえ、令和５年
６月に政府決定された「女性活躍・男
女共同参画の重点方針 2023」に女性
起業家の育成・支援に資する具体的な
施策（ロールモデルとなる女性起業家
の創出、育成支援、女性起業家のため
のネットワーク等の充実、女性起業家
による資金調達への支援、エコシステ
ムの整備等）を盛り込んだ。 
 
 
〇評価 
継続的な地域女性活躍推進交付金の
活用促進や女性起業家の身近なロー
ルモデルの可視化、「女性活躍・男女
共同参画の重点方針 2023」へ盛り込
んだ施策を着実に実行することなど
により、女性起業家の創出や育成・支
援に資する取組を進めていく必要が
ある。 
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（経済産業省） 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜成果目標＞ 
項目 計画策定時の数値 最新値 成果目標（期限） 

起業家に占める女性の割合 
27.7％ 

（2017年） 
27.7％ 

（2017年） 
30％以上 

（2025年） 
 

５次計画における施策 
取組の進捗・評価 

（含.予算・活動実績・アウトカム） 
目標達成に 
向けた課題 

今後の 
対応方針 

女性の起業を後押しするため、「女性、若
者／シニア起業家支援資金」等による資金
繰り支援を実施する。 

女性起業家に対し、「女性、若者／シ
ニア起業家支援資金」等による低利で
の資金繰り支援を実施している。 

なし 
女性の起業を後押しするため、引き続
き、「女性、若者／シニア起業家支援資
金」等による資金繰り支援を実施する。 

女性の起業・創業の活性化や女性起業家の
成長・発展を促進するため、多様なロール
モデルの可視化や女性に寄り添った支援
事例等のノウハウについて、支援者や支援
機関、男女共同参画センター等に普及を図
る。 

女性起業家に特化した支援ノウハウ
の共有や支援機関同士の情報共有の
ため、女性起業家支援機関の全国ネッ
トワークである「わたしの起業応援
団」を設立した。また、支援機関を探
す女性起業家向けに、応援団に所属す
る支援機関の支援内容等の一覧を公
開することで、女性起業家が相談しや
すい環境整備を行っている。 

なし 

引き続き、女性起業家支援機関の全国
ネットワークである「わたしの起業応
援団」において、支援機関同士の情報交
換や支援ノウハウの共有を行うととも
に、女性起業家が支援を受けやすい環
境づくりに努める。 

女性も含めた後継者の事業承継を後押し
し、中小企業・小規模事業者の事業統合・
再編を促すため、予算・税制等を含めた総
合的な支援策を推進する。また、その活用
事例を展開していく。 

女性も含めた後継者の事業承継を後
押しし、中小企業・小規模事業者の事
業統合・再編を促すため、予算・税制
等を含めた総合的な支援策を推進す
る。また、その活用事例を展開してい
く。加えて、地方を含めた後継者の活
躍を後押しするピッチイベントを開
催し、事業承継がビジネスチャンスと
いう気運醸成を図る。 

なし 

女性も含めた後継者の事業承継を後押
しし、中小企業・小規模事業者の事業統
合・再編を促すため、予算・税制等を含
めた総合的な支援策を推進する。また、
その活用事例を展開していく。加えて、
地方を含めた後継者の活躍を後押しす
るピッチイベントを開催し、事業承継
がビジネスチャンスという気運醸成を
図る。 

 


